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ぼる。具体的には、フランスの 1977年の ACCRE Scheme、イギリスの 1983年の企業開
業手当（以下、EAS）といった創業支援政策は日本でも良く知られている。さらには、1984
年フィンランド（Start-up grant）、1985 年スペイン、オランダ（BBZ）、デンマークやオ
ーストリラリア（NEIS）、1986 年ドイツ（Bridging Allowance）、1987 年スウェーデン
（Start-up grants）、1989年ポルトガル（CPE）、1990年ノルウェ （ーBenefit establishing 
own-business）、1992 年ベルギーやカナダ、1993 年アイルランド（BTWAS）、1998 年オ
ーストリア（UGP）、ハンガリー及びポーランド（Self-employment assistance）、アメリカ










                                                   














































of Cambridge（1992）が挙げられる。University of Cambridge（1992）によれば、従業員
数 1～9人を零細企業、10～99人を小企業としている。また、国による定義付けとしては、
EU、日本等で定義付けがなされている。EUでは、他企業からの出資分が 25％を超えない
という条件を満たしたうえで、年間販売額 700万 ECU以下、年間資産総額 500万 ECU以
下で、従業員 50名以下の条件を満たす企業を小企業 4と分類した（中小企業総合研究機構

















第 1-2-2表 小規模企業の定義 
業種 
















3億円以下 300人以下 20人以下 20人以下 5人以下 
②卸売業 1億円以下 100人以下 5人以下 5人以下 5人以下 
③サービス業※ 5千万円以下 100人以下 5人以下 5人以下 5人以下 









・ゴム製品製造業：資本金 3億円以下又は常時雇用する従業員 900人以下 





                                                   
該当しない企業からの出資比率が 25％以下という条件の下、製造業は、50人以下でかつ
年間売上 700万 ECU以下若しくは総資産が 500万 ECU以下、サービス業については、



























第 1-3-1表 新事業創出促進法による創業の法律上の定義 




























































政策が依拠したものは、マサチューセッツ工科大学 David Birch の主張 12であった。この
ようにしてイギリスでは、中小企業政策が雇用政策との関連で位置づけられ、新規開業促進
                                                   





















                                                   
13 1985年には、中小企業局（Small Firms Division）が貿易産業省から雇用省に移管さ
れた（中小企業総合研究機構[2000]）。 























サイエンスパーク 16が設置された。サイエンスパークは、小規模 17なものから大規模 18な







第 2-1-2図 ドイツにおける失業率推移（1976年-82年） 
 
（出所：中小企業総合研究機構[2000]） 











































第 2-1-3表 ドイツ連邦政府起業助成件数【旧諸州】（1980年～1989年） 
プログ
ラム名 
1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 
ERP
起業 
13,755 12,945 12,105 15,832 15,598 13,853 12,932 11,499 11,294 11,294 
自己資
本補助 
3,065 2,708 3,016 7,557 9,835 9,572 9,349 8,983 9,162 9,162 
起業相
談活動 
- - 1,089 3,247 4,396 5,363 4,168 3,806 3,521 3,155 
（出典：中小企業総合研究機構[1998]） 
 












第 2-1-4表 EKHプログラムにおける融資金利及びその適用期間一覧 
期 間 金 利 








第 2-1-5表 バーデン・ヴェルテムベルク州における創業支援制度 





融資 ・投資額の 33％まで 
・最低 1万 DM 











融資 ・KfWまたは tgbによる 
・最低 1万 DM 










・最低 4万 DM 
・最高 5万 DM 



















                                                   








とされる。Gavron R. et al.（1998）は、政策形成において国家と地域で官民双方の組織が








においてもイギリス EASと類似した ACCREスキーム 32が行われた。ACCREスキームの
目的は、失業者が創業までの過渡期を乗り切ることにあり、労働・雇用・職業訓練省














よって 2,500マルクないし 3,000マルクが上限）となっている。 
29 民間セクターである。 
30 1979年設立している。 






















では、1953年に中小企業法（Small Business Act）が施行され、中小企業庁（Small Business 
                                                   

















度の対象者の多様性にあった。寺岡（1990）によれば、SBA は 1960 年代、零細企業、貧
困、マイノリティーに対し、制度が多様化した 43。零細企業については 1955年の特別融資










































Relief Act of 1997）は、自営業者の医療保険料控除枠の拡大やホームオフィス控除が図ら
れた。さらに、1998年の書類撤廃法（Government Paperwork Elimination Act of 1998）
では、小規模事業者に義務付けていた書類や届出の負担軽減などが行われた 49（Oka[2015]）。 
こうした創業支援政策の効果として、2007年 3 月の Current Population Surveyの補
遺によれば、2000 年から 2006 年にかけて女性の自営業者は、10.6％増加したとされる。
さらに、自営業者については、ヒスパニック系 91.3％、黒人 27.6％、アジア系及びアメリ
カインディアン 12.7％とそれぞれ増加した。また、同期間における年齢別の自営業者の割









について比較している（第 2-1-6表）。また、Storey and Johnson（1987）は、新規雇用創
                                                   







































































































ベルギー ++ + ++ + ++ ++ + ++ ++ ++ ++ + 0 0 20 
デンマーク 0 + ++ 0 ++ + ++ ++ + + + 0 + 0 14 
フランス + ++ +++ + ++ 0 +++ +++ ++ +++ + + + 0 23 
ギリシャ ++ ++ +++ + ++ + ++ ++ ++ + +++ + + +++ 26 
ドイツ + ++ +++ + ++ + ++ + +++ + 0 + + 0 19 
アイルランド + +++ +++ + +++ ++ ++ ++ +++ +++ 0 + + +++ 28 
イタリア 0 ++ ++ 0 ++ + + ++ ++ ++ + + + 0 17 
ルクセンブルク + 0 + 0 + 0 + + ++ + +++ 0 0 0 11 
オランダ ++ + ++ + ++ + ++ + + ++ ++ + 0 ++ 20 
ポルトガル 0 + ++ + + + ++ + ++ + + 0 + + 15 
スペイン + + ++ + + ++ ++ + ++ + 0 ++ ++ ++ 20 






























（注）見方：0＝政策手段無し、+は 1~2、++は 3~5、+++は 6以上の政策手段を示す。 








第 2-1-7表 Self-employment assistance for the unemployed 
Countries Program Date Introduced 
Australia New Enterprise Incentive Scheme (NEIS) 1985 
Austria Business Start-up Programme (UGP) 1998 
Belgium  1992 
Canada Self Employment Assistance 
Replaced SEI in 1992, 
reformed in 1996 
Denmark Enterprise Allowance Scheme 1985 to 1998 
Finland Start-up grant 1984 
France ACCRE Scheme 
1977, reformed in 1994 
and 1997 
Germany Bridging Allowance 1986, reformed in 1994 
Hungary Self-employment assistance  
Ireland Back to Work Allowance Scheme (BTWAS) 1993 
Italy Subsidised Loan (Act 608/96) 1996 
Netherlands Assistance to Self-employed Decree (BBZ) 1985, reformed in 1998 
Norway Benefit establishing own-business 1990 
Poland Self-Employment Assistance  
Portugal Support grant for self-employment (CPE) 1989 
Spain Unemployment benefit capitalization 1985, reformed in 1992 
 Promotion of autonomous workers  
Sweden Start-up grants 1987 
United 
Kingdom 
Business Start Up Scheme (BSUS) 1993 
United 
States 


































                                                   
50 実質的な失業手当に相当し、毎週支給された。 




主体性、自己資金の 4項目を条件として課している（第 2-1-9表）。こうした EASの取り組
みに対する実績としては、1987年から 1988年の支出額が約 1億 96百万ポンド、支給者数
約 10万 6千人とその効果には目を見張るものがあった。 
 











1982~83 2.4  2,500 365 14.6 
1983~84 23.2 25,000 27,600 3,730 13.5 
1984~85 76.7 50,000 46,000 5,060 11.0 
1985~86 103.9 62,500 60,000 7,800 13.0 
1986~87 143.4 85,900 86,800 13,450 15.5 
1987~88 195.9 102,500 106,300 17,000 16.0 
1988~89 196.7   98,500  
1989~90 170.9   77,900  
1990~91 132.9   60,300  
1991~92 105.2   49,600  


















する。具体的には、企業投資制度 53（Enterprise Investment Scheme：EIS）の創設や、地





2000年代には、貿易産業省（Department of Trade and Industry：DTI）の下で、中小
企業サービス（SBS）、中小企業審議会 54（Small Business Council：SBC）が設置された。
さらに、地方開発庁 55（Regional Development Agency：RDA）が設置される 56。RDAと
は、地域の経済発展と再生、企業の効率化と投資化推進、競争力向上、雇用促進、スキルの
発展と応用の推進、持続可能な発展の達成の貢献など地域間の格差の是正と地方分権を推
し進めることが目的とされた 57。その後、2011 年 4 月には、LEPs（Local Enterprise 
Partnerships）が新設される。LEPsは民間及び公設の 39組織で構成され、都市や地域、
地方を軸として創業に関する情報提供や支援窓口として機能した。そうした活動は、DCLG
（Departments for Communities & Local Government）や BIS（Business, Innovation & 
Skills）からも支持された 58。さらに、2012年 4月には、エンタープライズゾーン（Enterprise 
Zone）が創設される。エンタープライズゾーンは減税や成長企業の支援し、ビジネスの創
                                                   











































                                                   




第 2-1-11表 2010年代の英国の中小企業政策の主な項目 












































・政府の中小企業支援のためのWeb（BUSINESS IS GREAT BRITAIN）の充実 
・企業成長サービス（高成長指向の企業へのコンサルティング・サービス） 




































































































































第 2-2-1表 起業活動に影響する 3指標の日本及び先進国比較 
 日本 先進国 
起業活動の社会への認知度（身近に起業した人を知っているか） 14.0％ 30.9％ 
起業の知識・能力・経験（起業に必要な知識・能力・経験の有無） 9.0％ 38.3％ 





























































































































法による研究開発等事業計画の実績については、1995 年度から 2003 年度まで認定された
総件数は、10,592件（第 2-2-3図）、地域別では関東が 52.3％、近畿が 17.0％であった。ま









































































（11） NPOの育成 NPOへの支援と公的部門のスリム化 
Ⅱ．雇用システム改革とセーフティーネットの整備 
（12） 多様な雇用形態の整備 終身雇用を前提とする各種制度の見直し 
（13） 新たな能力開発システム 企業内人材育成」から「人材育成の社会システム化」へ 
（14） 労働移動の円滑化 民間活力による雇用ミスマッチの解消、年金のポータビリティ確保 







































































第 2-2-5表 日本における 90年代以降の創業支援策の変遷 




























































































































                                                   
89 海外需要獲得型創業の場合は、最大 700万円。 
90 基準利率-0.4％ 
91 日本政策金融公庫の国民生活事業については、1,500万円まで無担保・無保証となる。 































                                                   















第 2-3-1図 「創業支援策の多義的な理念」の構成概念 96 
 
（出所：三井[2018]） 




























































                                                   
98 新たに事業を始める場合若しくは事業開始後おおむね 7年以内 





第 3-1-1表 新創業融資制度の概要 




































新創業融資制度の実績は、2001年度 327件、2002年度 3,202件、2003年度 6,061件、
2004年度 6,341件、2005年度 7,535件、2006年度 9,237件、2007年度 14,108件、2008
年度 14,776件、2009年度 11,562件、2010年度 10,522件、2011年度 8,434件、2012年






































まず、2006 年 11 月～2007 年 3 月まで渋谷支店にてテストマーケティング 105を実施した












                                                   
104 平日 9時から 17時までとなっている。 
105 第 1、第 3土曜日に 10時から 16時の営業時間で行われた。 










第 3-2-1表 日本政策金融公庫ビジネスサポートプラザ拠点一覧 


















2007年 4月～ 東京都新宿区西新宿 1-14-9 関東地区 
名古屋ビジネスサポー
トプラザ 















                                                   
に預託することで、有利な条件での融資を実行する事業。アドバイザーの活動は、東京都
の補助金を活用して実施される。融資限度額が 1,500万円（うち、運転資金のみは 750万







108 全国 15カ所にある。 
50 
 























































有限会社グッドフィールド（以下、吉田スーツ）の創業は 2003 年 4 月、創業者は代表
取締役社長の吉田務氏である。主な事業内容は、イージーオーダースーツの製造販売とする。
現在、国分寺南口、下北沢、西新橋に 3店舗を展開している。西新橋店においては、New!
＆吉田スーツという新ブランドをを立ち上げている。資本金 300 万円、従業員数 7 名（ア















































ンと煮込み料理に特化した飲食業とされる。年商 1,300 万円、従業員 4 人（アルバイト含
む）、本店所在地は東京都国分寺本町 2-17-2である。堀田きよみ氏の創業以前は、大学中退

























こうした起業セミナーでは、10 ページから 20 ページ程度の事業計画書の作り方について
学習したと話す。特に、売上のシミュレーションの内容については学びが大きかったとした。 
 
































16時から翌日 5時までの勤務が週 4回、コンビニエンスストアでは、22時から翌日 8時ま














































































                                                   
111 2012年度から公募が開始された制度である。 
112 第 1回から第 10回についてである。 
58 
 















経費、 ② 交付決定日以降、補助事業期間内の契約・発注により発生した経費、 ③ 証拠書
類等によって金額・支払等が確認できる経費とされる。また、補助率は 50％、補助金額は
50万円から 200万円 115となる。 
次に、創業補助金の実績である。まず、予算額の推移については、2013年度 200億円、
2014年度 38.5億円、2015年度 53.6億円、2016年度 3.7億円、2017年度 26.5億円であ
った。申請件数については、2013 年度 14,138 件、2014 年度 9,242 件、2015 年度 4,154
件、2016年度 2,983件で、減少傾向にある。また、採択件数としては 2013年度 6,299件、
2014年度 3,124件、2015年度 2,444件、2016年度 143件と激減している（第 4-1-3表）。 
さらに、日本政策金融公庫の新創業融資と創業補助金の実施件数を比べると、新創業融
資による融資件数は年々、増加傾向にあるが、創業補助金の採択件数は、減少傾向が著しい



















第 4-1-3表 予算額・採択実績等推移 
執行年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 
予算額 200億円 38.5億円 53.6億円 3.7億円 26.5億円 
申請件数 14,138件 9,242件 4,154件 2,983件 － 























































































































































































































































































































                                                   
131 2016年度から新設された。社員の求人や資格取得など雇用創出にかかる経費のうち、
その 2/3を最大 200万円まで補助するものである。また、条件の中に 60名以上の社員 2
名若しくは 40歳以上の社員 3名を雇用することが条件となっており、2016年度予算とし



































                                                   














































































































































































定地域進出事業主 144である場合には、上限 300万円となり合計額の 1／2まで引き上げら
れるものであった。一方で、2010年から 2012年は、支給額の上限について 150万円で費
用の合計額の 1／3に相当する額とし、法人設立後 1年以内に 2人以上の労働者を雇い入れ
た場合に、50万円の上乗せを行うといった内容に条件が変更された（第 6-1-4表）。 
 
第 6-1-4表 受給資格者創業支援助成金上限引き上げ条件の改正前後における比較 

















                                                   






300km未満（経費 66,000円）、②（ア）300km以上 500km未満（経費 81,500円）、③
（ア）500km以上 1000km未満（経費 108,000円）、④（ア）1000km以上 1500km未満












































第 6-2-1表 受給資格者創業特別助成金実績 
 1999年 2000年 2001年 2002年 
支給件数（件） 101 1,073 1,301 816 
支給金額（円） 53,000,000 537,000,000 647,000,000 403,000,000 
1件あたりの支給額平均（円） 524,752 500,465 497,309 493,872 
（出所：厚生労働省[2003]に基づいて筆者作成） 
 










2003年 577 1,821,000,000 592,000,000 32.5 1,025,997 
2004年 1,641 3,084,000,000 2,224,000,000 72.1 1,355,271 
2005年 1,605 5,986,000,000 2,380,000,000 39.8 1,482,866 
2006年 1,222 4,001,000,000 1,709,000,000 42.7 1,398,527 
2007年 1,147 2,777,000,000 1,680,000,000 60.5 1,046,729 
2008年 1,074 2,035,000,000 1,591,000,000 78.2 1,481,378 
2009年 1,390 1,391,000,000 1,967,000,000 141.4 1,415,108 
2010年 1,709 1,367,000,000 2,299,000,000 168.2 1,345,231 
2011年 1,656 2,406,000,000 2,167,000,000 90.1 1,308,575 
2012年 1,773 2,707,000,000 2,229,000,000 82.3 1,257,191 
2013年 - 1,750,000,000 2,172,000,000 124.1 - 
2014年 - 136,000,000 279,000,000 205.1 - 








改正後は 1,713件と 76.0％増加している（第 6-2-2表）。 
 











2003年 577 592,000,000 27,218 191,500,000,000 
2004年 1,641 2,224,000,000 23,737 171,400,000,000 
2005年 1,605 2,380,000,000 23,607 161,500,000,000 
2006年 1,222 1,709,000,000 21,329 131,000,000,000 
2007年 1,147 1,680,000,000 21,250 125,100,000,000 
2008年 1,074 1,591,000,000 20,141 116,800,000,000 
2009年 1,390 1,967,000,000 18,478 104,200,000,000 
2010年 1,709 2,299,000,000 18,125 109,700,000,000 










                                                   
151 創業前及び創業後 1年以内の企業に対する融資実績を指す。 
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第 6-2-6表 支給決定事業主の地域別内訳（2009年～2011年・単位／件） 
 2009年度 2010年度 2011年度 
北海道・東北 127（9.1％） 152（8.9％） 118（7.1％） 
関東・甲信越 484（34.8％） 576（33.7％） 632（38.2％） 
東海・北陸 172（12.4％） 243（14.2％） 226（13.6％） 
近畿 278（20.0％） 365（21.4％） 360（21.7％） 
中国・四国 169（12.2％） 180（10.5％） 164（9.9％） 
九州 160（11.5％） 193（11.3％） 156（9.4％） 
合計 1,390 1,709 1,656 
（出所：厚生労働省[2012c]に基づき筆者作成） 
 
また、2009 年度に第 1 回目の支給決定を受けた事業主の産業別内訳は、サービス業
55.0％、不動産・物品賃貸業 5.4％152、卸売・小売業 21.7％、建設業 8.2％、通信・運輸業
5.2％、製造業 3.3％、その他 1.2％であった（第 6-2-5表）。さらに、2009年から 2011年






9.1％、関東・甲信越が 33.7～38.2％、東海・北陸が 12.4～14.2％、近畿 20.0～21.7％、中


























                                                   































                                                   
154 今回、筆者に F社 K氏を紹介していただいたのも U社N氏である。 




































































































































































第 6-4-1表 受給資格者創業支援助成金に関する問題点 
問題点 具  体  例 
能力 ハローワークの支給対象者に対する創業支援に関する能力的問題 













































表 6-5-1 英国 EASと受給資格者創業支援助成金の制度上の違い 
 英国（EAS） 日本（受給資格者創業支援助成金） 
財源 一般財源 雇用保険財源 
支給額 40￡／週 150万円（上乗せ 50万円） 
支給回数 52回（52週） 3回 


































































































第 7-1-3表 再就職手当額の算出 
 
※ 個別延長給付の支給残日数は、再就職手当の支給残日数としてはみなされない。 
※1 再就職手当に係る基本手当日額には上限額がある 159。 
※2 就職日が 2017年 1月 1日前の場合は、50％ 
※3 就職日が 2017年 1月 1日前の場合は、60％ 
（出所：厚生労働省[2017a]） 
                                                   





















（第 7-1-5表）。再就職手当と受給資格者創業支援助成金の創業実績と比べても約 5倍 163
となる。年度別では、再就職手当の受給者全体のうち創業を選択した割合は、2005年度
は、1.1％、2006年度は、1.1％、2007年度は、1.1％、2008年度は、1.2％、2009年度
                                                   
160 支給給付日数については、90日、120日、150日、180日、210日、240日、270日、
300日、330日、360日に分けられる。 













第 7-1-5表 再就職手当受給者数推移（2005年度～2015年度） 
年度 計 創業数 
就職 
ハローワーク 自己就職 
2005年度 319,361 3,743 175,508 130,471 
2006年度 366,633 4,247 202,078 147,869 
2007年度 364,631 4,078 197,619 149,385 
2008年度 347,288 4,142 183,314 145,381 
2009年度 390,903 6,756 197,948 172,348 
2010年度 352,861 7,210 185,921 145,492 
2011年度 359,848 7,487 193,854 144,081 
2012年度 387,438 8,012 213,907 147,824 
2013年度 395,401 7,703 218,278 149,659 
2014年度 384,596 7,234 215,180 142,863 







































































                                                   


















































によって 2005年度から 2015年度までの 10年間で 68,788件の創業に対する実績があ
り、大変評価できるものだった。また、本制度については現在も継続していることから、
創業支援政策としての再就職手当というものをより PRしてもよいだろう。  
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